
第４ 市町村合併の効果と課題 
 

  市町村合併の効果（メリット）や懸念される課題（デメリット）については、

以下に例示するように、一部の共通する効果や課題を除いて、合併関係市町村

の規模や地理的な関係など、地域の個別的な事情や合併関係市町村相互の関係

によって、その影響が大きく異なるものと考えられます。 

  今後は、県内の各地域において、これらの例示を参考にしながら、自らの地

域の特性を踏まえた効果の具体的な検証や懸念の緩和・解消に向けた取組が進

められることが望まれます。 

  

 １ 地域の特性に応じた代表的な市町村合併の効果の例示 
特に期待 

される効果 
概  要 

この効果が特に期待 

される類型・地域 

都市としての権

限の拡大 

・人口規模の拡大により、町村が市制を施行

し、あるいは市が特例市や中核市の指定を

受けて権限を委譲されることによって、地

域において処理する事務の分野が拡大し、

住民に対してより迅速・的確なサービスを

提供することができるだけでなく、既存の

他の分野のサービスと組み合せ、地域の要

請に即した総合的な施策へと高めていくこ

とができる 

・特例市や中核市に指定され

ることにより、まとまって事

務の委譲を受けることがで

きる中核市・特例市型の合併

・市となることによって、福

祉事務所の設置を始めとす

る社会福祉関連事務を地域

において処理することとな

る町村 

地域のイメージ

や知名度の上昇 

・規模の拡大によって全国、県内での地域の

存在感が高まり、市町村合併がもたらす成

長する地域のイメージとあいまって、新た

な産業や都市的施設の誘致が容易になった

り、全国的な知名度の上昇が図られる 

・全国有数の都市規模を獲得

することとなる中核市・特例

市型の合併 

・人口規模の拡大によって市

制施行を目指す町村 

行財政の効率化 

・単一の市町村がカバーする地域、住民など

の対象が拡大するため、現在の市町村の規

模では専従組織を置くことが非効率的であ

った分野についても専従の部門を整備して

課題に対処することができる 

・一般に定型・大量処理を要する事務につい

ては、事務処理の量が増大することによっ

てスケールメリットが働き、これらに要し

ていた人員や経費を他の分野に配分するこ

とができる 

・現在の市町村の規模が小規模である場合に

は、将来的に全体としての経費や人員が削

減できる 

・議会、特別職等の統合によって、これらに

要する経費が削減される 

・現在、関係市町村間で一部事務組合等が組

織されている場合には、重複した管理部門

に要する経費が削減できる 

・ ほとんどすべての地域 
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特に期待 

される効果 
概  要 

この効果が特に期待 

される類型・地域 

財政規模の拡大

による大規模事

業の実施 

・規模の拡大によって強化された財政基盤を

単一の意思決定の下に執行することができ

るため、地域において優先度の高い特定の

分野の事業について重点的な投資を行い、

より高度な社会資本を整備することができ

る 

・地域としては大きなポテン

シャルを持っているにもか

かわらず、現在は複数の比較

的小規模な市町村が分散し

て投資を行っていることの

多い市町村の組合せとなる

都市機能充実型-Ａタイプ

（規模類似）の合併 

広域的な地域づ

くリ 

・現在の市町村の境界にかかわらない小中学

校区などの設定が可能となるなど、公共サ

ービスの提供の区域をより広域的な見地か

ら合理化することができ、住民の利便を増

進することができる 

・広域的な見地に立った都市計画のもとに、

合理的な施設の配置や、道路などの地域内

ネットワークの整備を進めることが可能と

なる 

・地域に分散する観光資源を統一のコンセプ

トによって活用することができる 

・市町村の境界にまたがって

市街地が連続し、住居が連た

んしている比較的小規模な

市町村どうしによる組合せ

となることの多い都市機能

充実型・Ａタイプ（規模類似）

の合併 

・地域に、市街地、農村、産

業地帯等を併せ持つ組合せ

となる都市機能充実型・Ｂタ

イプ（規模多様）の合併 

・広大な面積に、散在して集

落や観光資源が立地する組

合せとなる生活機能充実型

の合併 

新たな行政ニー

ズに対応できる

行政体制の確保 

・市町村の行政組織の拡大によって達成され

た行政組織の合理化の効果を背景として、

現在の小規模な組織では対応のための経費

や人員の捻出が困難な課題に対して、機動

的に対処することが可能となる 

・自主財源に乏しい一方、高

齢化や過疎化の進展が著し

く、今後行政ニーズの増大が

予想される地域に係る生活

機能充実型の合併 
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 ２ 地域の特性に応じた代表的な市町村合併の課題の例示 
 
特に懸念さ

れる課題 
概  要 

特に強い懸念が想定 

される類型・地域 

懸念の緩和に 

向けた視点の例 

地域格差の

発生や拡大 

・合併後の市町村に

おいて、投資や開

発が中心部などの

特定の地域に集中

し、周辺部などの

整備が手薄になっ

たり、立ち遅れた

りするという懸念 

  

・既に一定の規模をもつ

市町村を中心とする組

合せとなるＢタイプ

（規模多様）の合併 

・現在の小規模な町村か

ら広大な面積とまとま

った人口を有する市町

村へと規模が大きく変

化する生活機能充実型

の合併 

 

・合併後の市町村の地域ごとの適切な

機能分担の市町村建設計画への明確

な位置付け 

 

・旧市町村の区域ごとに地域審議会を

設置することによる市町村建設計画

の実施についての地域住民の意見の

反映 

 

・財政基盤の充実を背景とし、合併特

例債などの財政支援措置も活用した

合併後の市町村の均衡ある発展を目

指した公共的施設の整備事業の実施

現在の市町

村に抱く愛

着が損なわ

れる 

・市町村合併によっ

て現在の市町村の

名称が変わるおそ

れがある、あるい

は、歴史、文化、

伝統といった地域

の個性が薄れるお

それがあるとする

懸念 

・住民の社会生活、都市

的機能の集積、交通な

どの面で地域全体のシ

ンボルとなる中核が形

成されていないことの

多いＡタイプ（規模類

似）の合併 

 

・合併前の市町村の地域が持つ歴史や

文化を新しい地域づくりのための資

産として活用できるような市町村建

設計画への適切な位置付け 

 

・合併協議における歴史的な背景や新

市町村の目標などを踏まえた新名称

についての充分な合意形成 

 

・合併前の市町村の名称や地名の町字

名等としての存続 

 

・歴史資料の収集保存や合併前の歴

史・文化を継承する施策の実施 

 

・合併特例債の活用による旧市町村単

位の伝統文化の伝承等、地域の振興

のための合併市町村振興基金の造成

住民の意見

が施策に反

映されにく

くなる 

・市町村の規模の拡

大によって、市町

村議会議員の数が

減ったり、住民参

加の機会が乏しく

なることによって

住民の意見が施策

に反映されにくく

なるおそれがある

とする懸念 

・各市町村ごとに独自の

施策を担い得る規模ど

うしの組合せとなる中

核市・特例市型-Ａタイ

プ（規模類似）の合併

 

・市町村議会議員の定数、在任に関す

る特例制度の活用による市町村議会

議員の急激な減少の緩和 

 

・合併前の市町村の区域ごとに地域審

議会を設置することによる、旧市町

村単位の住民の意見のより細やかな

施策への反映 

 

・必要に応じて、町内、学区など市町

村よりも狭い区域での住民参加を促

す制度などの確立 

 

・住民の市町村行政への参画を専門的

に担当する組織の充実による住民の

自治への参加の促進 
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特に懸念さ

れる課題 
概  要 

特に強い懸念が想定 

される類型・地域 

懸念の緩和に 

向けた視点の例 

きめ細かな

サービスが

失われる 

・市町村の規模の拡

大によって、市町

村行政と住民との

間に距離がおかれ

ることになり、住

民のニーズを細か

く汲み取った公共

サービスの提供が

困難になるという

懸念 

・小規模ではあるが一定

の人口を有する市町村

が関係する組合せ 

・現在の小規模な町村か

ら広大な面積とまとま

った人口を有する町村

へと規模が大きく変化

する生活機能充実型の

合併 

 

・現在の役場を支所、出張所として存

続することによる住民の不便の解消

や市町村行政と住民の身近さの維持

・普通交付税の合併補正、合併市町村

補助金などの財政支援制度の活用に

よるコンピュータシステムの統一や

ネットワーク化など、市町村行政の

一本化、公共サービスの水準是正の

ための取組 

・専門職員の確保などによる組織の充

実を背景にした市町村が提供する公

共サービスの水準の引き上げ 

・拡大した市町村規模を背景とした、

地域へのＮＰＯや民間企業などの参

入の促進、市町村以外の公共サービ

ス提供主体の確保、充実 

税金や公共

料金などの

負担が増え

る 

・市町村の規模の拡大に

よって法定の市町村

税の税目や税率等の

適用が変わり、住民の

税負担が増大すると

いう懸念 

・関係市町村間の税率

や税目、国民健康保

険料、介護保険料や

水道料金等の住民負

担の水準が異なり、

水準の是正によっ

て、一部の住民の負

担が増大するという

懸念 

・合併後の市町村規模が

市レベル以上となる合

併に関係する町村 
 ※１、２ 

 

・合併後の市町村規模が

30 万人以上となる合併

に関係する30万人規模

未満の市町村 
 ※３ 

 

・制度に対する充分な説明と税負担を

財源とした都市環境の整備、改善 

 

・合併協議における公共料金等の負担

水準に関する充分な調整 

 

・行政サービス水準の差による公共料

金負担の格差については、合併特例

債などの財政支援措置を活用した行

政サービス水準の均衡を図るための

公共施設の整備 

 

合併のメリ

ットが不明

確 

・既にある程度の成

果をあげている広

域行政の手法によ

る対応と市町村合

併による対応の効

果の違いが不明確

であり、現在の市

町村の区域のまま

で、連携を強化す

べきだとする指摘 

・合併によっても財

政的な基盤が充実

するとは限らない

という指摘 

・ほとんどすべての地域

 

・県の広域連合・市町村合併研究啓発

事業費補助金等の支援制度を活用し

た市町村合併の具体的な効果と課題

を検証するための調査研究の実施 

 

・具体的な調査研究をもとにした住民

への広報・シンポジウムなどによる

理解の浸透 

 

 

※１ 市町村民税均等割は市町村の人口規模に応じて税率が定められており、標準税率を採用している場合

には、町村が合併により 5 万人以上の市となると年額 2,000 円の税額が 2,500 円（さらに、50 万人以上

の市となる合併に関係する市町村では年額 3,000 円）に増加する 

※２ 合併後の市が三大都市圏の特定市（愛知県では東三河４市を除く 27 市が該当。）に当たる場合には、

原則として市街化区域農地に係る固定資産税が宅地並課税される 

※３ 人口 30 万人以上の市のうち政令で指定される市は事業所税の課税団体となる 
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第５ 市町村合併の推進に向けて 
１ 市町村合併の推進のあり方と市町村に期待される取組 
 

  市町村には、その権限や財源、行政体制の強化に取り組むことが求められてい

ます。市町村合併は、そのための有効な手段であり、自治の主役にふさわしい市町

村づくりに向けた取組の一環として、地域の住民の皆さんと関係する市町村が一体

となって、自主的・主体的な判断のもとに進められるものです。 

  したがって、市町村には、自らこれらの事項に関する検討を進めることのほか、

それらの検討や議論が関係する地域に広がり、住民の皆さんの積極的な参画を得る

ことができるよう、次のような取組を進めることが期待されます。 

 

① 市町村合併に関する検討の推進 

  現在の行財政運営上の課題や将来の見込み、将来の地域像や、市町村合併によ

るメリット・デメリットに関する具体的な検討を自主的・主体的に進めることが求

められます。 

  検討の場としては、正式の協議組織である合併協議会だけではなく、広域行政

圏など既存の圏域単位での検討や、合併パターンを素材とした研究会などさまざま

な形態が想定できますが、いずれの場合でも、検討の早い段階から、住民に対して

積極的に情報提供を行うとともに、住民の意向の把握に努めたり、検討組織への住

民の参画を求めていくことが期待されます。 

  また、経済界などで先行的な議論が行われている地域においては、その検討に

市町村関係者がかかわることによって、議論をよりオープンで具体的なものとして

いくことが求められます。 

 
  合併協議会 …  市町村の合併について、その枠組みや合併そのものの是非、さらに、

合併が是とされた場合には、時期、形式などのほか、新しい市町村の
マスタープランとなる市町村建設計画の作成などに関する協議を行う
場であり、協議会委員及び会長には関係市町村の長、議員、職員,学識
経験者が充てられる。 

 

② 広域的連携の強化 

  市町村の境界にとらわれない住民の日常生活圏に対応した行政サービスを実施

し、また、生活圏内の交流を活発化していくことは、当面の行政運営の効率化や住

民に対するサービスの向上につながるだけでなく、地域の一体性を高め、より高度

の地域の連帯に向けた気運の醸成につながるという点からも重要な取組であると

位置付けられます。 

 

③ 住民自治の活性化に向けた取組 

  市町村の規模にかかわらず、住民自治の強化は市町村に共通する課題となって

います。 

  また、市町村の合併によって、従前の市町村の区域が、その較差を感じること

なく広域的な地域づくりを進めるためには、従前の地域が対等にサービスを受け、

また、それぞれの地域が広域において果たすべき役割を踏まえて、それぞれの主張

を建設的に議論し合える土壌をかたちづくる必要があります。 
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２ 市町村合併の推進に関する県の支援策 
 

  広域的な自治体である県は、地方分権時代にふさわしい市町村の形成を自らの

問題として捉え、単に気運の盛り上がりを待つのみではなく、市町村や住民の皆さ

んによる市町村のあり方や市町村合併に関する議論を促すための次のような積極

的な支援を実施していきます。 

  また、市町村合併の効果を最大限に引き出すとともに、懸念される課題の解決

に向けて、国の支援制度とも連動した支援策等についても検討していきます。 
 
 
① 気運の醸成に関する支援 

 ・ 意識啓発のための取組 

  市町村や住民による市町村のあり方や市町村合併に関する検討の端緒となる

情報を提供するため、シンポジウムの開催や啓発資料の作成・配布、マスコミ

等を通じた広報活動など、広範な啓発活動を実施します。 

 

 ・ 推進体制の整備 

  県としての全庁的な市町村合併の推進体制を整備するとともに、市町村や県

内の各種団体とも連携した推進体制の整備について検討します。 

 

② 市町村合併の検討に関する支援 

 ・ 調査研究や啓発活動に対する財政的支援 

  「広域連合・市町村合併研究啓発事業費補助金」により、市町村や民間団体

等による市町村合併に関する調査研究や啓発のための事業を積極的に支援して

いきます。 
 

  【参考】広域連合・市町村合併研究啓発事業費補助金の概要 

   交付対象事業  市町村関係団体や青年会議所、商工会等の公共的団体が連携して実施

又は複数市町村にまたがる市町村関係団体や公共的団体が実施する広

域連合の設置等の広域行政、市町村合併に関する調査研究事業及び啓発

事業 

   補助率  補助対象経費の３分の１以内 

   補助限度額  1,000 千円 

 

 ・ 調査研究や啓発活動に対する人的支援 

  「広域行政アドバイザー派遣制度」等により、市町村や民間団体等による市

町村合併に関する調査研究に対する講師や研究会構成員の派遣などの人的支援

を行います。 

 

 ・ より具体的な調査研究と情報提供の実施 

  関係市町村との連携により、個別の地域に即した具体的な調査研究を行い、

その結果を情報提供するモデル研究事業について検討し、実施していきます。 
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③ 合併後の市町村に対する支援 

 ・ まちづくりに対する財政的支援 

  合併後の市町村のまちづくりに関する財政支援制度の創設について検討し、

実施していきます。 

 

 ・ まちづくりに対する人的支援 

  「愛知県職員派遣要綱」に基づく職員の派遣など、合併後の市町村のまちづ

くりに関する人的な支援に努めます。 

 

 ・ 市町村建設計画に対する助言・協力 

  新しい市町村のマスタープランとなる市町村建設計画の策定に際し、総合的、

広域的観点から適切な助言を行うとともに、県事業の実施については市町村建

設計画との整合に努めます。 

 

 ・ 権限委譲の推進 

  市町村が地域に即したまちづくりを推進できるよう、引き続き県からの適切

な権限委譲等の推進に努めます。 

 

 ・ 各種圏域や地方機関の所管区域の見直し 

  合併後の市町村の区域の状況に応じ、必要がある場合には、県の地方機関の

所管区域や各種の行政分野における圏域などについて適切な見直しを行います。 

 

 ・ 国に対する要望 

  市町村合併の支援に関する諸制度を含め、権限や税財源の委譲、市町村・県・

国の適切な役割分担など地方分権社会における地方自治を支える制度の充実に

向けて、県内の各地域の状況も踏まえながら、国に対して適切な働きかけを行

います。 
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（参考） 市町村合併に関する支援制度及び国の支援策 
① 住民発議（合併特例法第 4 条、第 4 条の 2） 

  有権者の 50 分の 1 以上の署名をもって、市町村長に対し、合併協議会の設置を請求することができる。 

  また、すべての関係市町村で同一内容の請求が行われた場合には、各関係市町村長に対し、合併協議会

設置協議について、議会への付議を義務づけている、 

② 地域審議会（合併特例法第５条の４） 

  合併前の関係市町村の協議により、旧市町村の区域ごとに、合併市町村の長の諮問により審議又は必要

な事項につき意見を述べる審議会（地域審議会）を置くことができる。 

③ 市町村議会議員の定数・在任に関する特例（合併特例法第６条、第７条） 

 ア 新設合併の場合 

  ・ 定数特例を活用する場合（設置選挙を実施） 

    合併市町村の議員定数の２倍まで定数増（最初の任期） 

  ・ 在任特例を活用する場合 

    合併前の議員が２年までの期間在任が可能 

 イ 編入合併の場合 

  ・ 定数特例を活用する場合（増員選挙を実施） 

    増員選挙及び次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能 

    定数増：（編入先の旧定数）×(被編入の旧人口)／(編入先の旧人口) 
    増員選挙による任期：編入先の市町村の議員の残任期間 

  ・ 在任特例を活用する場合 

    編入先の議員の任期まで在任が可能（さらに次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能） 

④ 市町村の議会の議員の退職年金に関する特例（合併特例法第７条の２） 

  関係市町村の議会の議員のうち、合併がなければ退職年金の在職期間の要件（在職 12 年以上）を満た

すこととなる者は、当該要件を満たしているとみなす。 

⑤ 過疎地域自立促進のための特例措置(過疎地域自立促進特別措置法第 33 条) 

  過疎地域の市町村を含む合併があった場合、合併による新市町村が過疎地域の要件に該当しない場合で

も、新市町村の区域のうち旧過疎地域を過疎地域とみなす。 

⑥ 財政支援 

 ア 地方交付税の額の算定の特例（合併特例法第 11 条） 

   合併が行われた日の属する年度及びこれに続く 10 年度について、合併前の合算額を下らないように

算定し、その後５年度については段階的に増加額を縮減する。 

 イ 合併特例債（合併特例法第 11 条の２） 

   市町村建設計画に基づく次の事業又は基金の積立てで特に必要と認められるものは、合併が行われた

日の属する年度及びこれに続く 10 年度に限り、地方債を充当でき、元利償還金の一部は、基準財政需

要額に算入する。（特例地方債を充当(95％)。元利償還金の 70％を普通交付税措置） 

  ・ 一体性の速やかな確立・均衡のある発展のための公共的施設の整備事業等 

  ・ 地域住民の連帯の強化・旧市町村の区域の地域振興等のための基金の積立て 

   「市町村建設計画」を達成するための事業に要する経費に充当する地方債について特別の配慮をする。 

 ウ 合併直後の臨時的経費に対する財政措置 

   普通交付税（合併補正）による包括的財政措置 

  ・ 行政の一体化（基本構想等の策定・改訂、コンピュータ・システムの統一、ネットワークの整備等） 

  ・ 行政水準・住民負担水準の格差是正（住民サービスの水準の調整等） 

 エ 合併関係市町村間の公債費負担格差是正のための財政措置 

   起債制限比率の全国平均を超える合併市町村について特別交付税措置 

 オ 合併準備経費に対する財政措置 

   合併協議会設置経費等に対する特別交付税措置 

 カ 市町村合併の推進のための補助金 

  ・ 合併準備補助金 

    対象団体 ： 平成 11 年度以降に設置され、市町村建設計画の作成等、市町村の合併に関し、先導

的な取組を積極的に行っている法定合併協議会の構成市町村  

    対象事業 ： 市町村建設計画の作成及びそのための準備等に要する経費  

    補助額  ： １関係市町村につき５百万円を上限とする定額補助（１回限り補助）  

  ・ 合併市町村補助金 

    対象団体 ： 平成 17 年３月 31 日までに合併した市町村で、下記の事業により先導的な取組を行っ

ている市町村  

    対象事業 ： 合併に伴い必要な事業として市町村建設計画に位置付けられたもので、かつ、別に定

める事業のうち、全国的な市町村合併の推進という観点からモデルとなる事業  

    補助額  ：人口規模により合併関係市町村毎に２千万～１億円の間で算出される額の合算額を上

限として、合併成立年度から３か年度を限度として合併市町村に補助（定額補助）。  
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